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Ⅰ　はじめに

文部科学省（2021）の児童生徒の問題行動・不登校等
生徒指導上の諸課題に関する調査結果によると，小・中
学校における不登校児童生徒数は，196,127人（前年度
181,272人）である。児童生徒1,000人当たりの不登校児
童生徒数は20.5人（前年度18.8人）となり，不登校児童
生徒数は過去最多となっている。

高等学校における不登校生徒数は 43,051 人（前年度
50,100 人）であり，1,000 人当たりの不登校生徒数は，
13.9人（前年度15.8人）と減少しているものの，高い水
準で推移している。こうしたことから，不登校が重要な
社会問題であることには論をまたない。

不登校（登校拒否）については，文部科学省（1992a）
が「何らかの心理的，情緒的，身体的，あるいは社会的
要因・背景により，児童生徒が登校しないあるいはした
くともできない状況にあること（ただし，病気や経済的
な理由によるものを除く）」と定義しているため，本論
でもこれに準ずる。

不登校に関する研究は年々増加し，不登校は様々な分
野の研究対象となっているが（有賀ら，2010），不登校
児童生徒数は減少する気配がない。不登校研究が膨大に
あるのにもかかわらず，不登校の現状が変化している
とはいいがたい。不登校支援の目標は，年代を追うご
とに変遷していっているが，現在，文部科学省（2003，
2019）が目標として設定している社会的自立の概念が曖
昧である。このことが，不登校の現状が変化しにくい要
因として挙げることができる。

そこで本稿では，不登校支援の目標の変遷，および不
登校児童生徒の進路の実態について論じ，不登校経験者
が辿る回復過程に関して先行研究をレビューすることを
通して，不登校児童生徒の社会的自立を臨床心理学の観
点から捉え直すことを目的とする。

また近年，臨床心理学研究の動向として，クライエン
トの変化に注目するだけでなく，クライエントを取り巻
く社会環境やコミュニティへの介入について取り上げら
れている （高野，2019）。社会環境の中にいる児童生徒
を支援するうえで，児童生徒の心理的側面と社会環境と
の相互作用に着目することは重要である。

そのため本論文において定義された不登校経験者の社
会的自立に，周囲の支援が児童生徒の心理的側面にどの
ように寄与する可能性があるかについても考察したい。

Ⅱ　不登校支援の目標

文部科学省が掲げる不登校支援の目標は，時代ととも
に移り変わっている。『生徒の健全育成をめぐる諸問題
―登校拒否問題を中心に―』（文部省，1983）の不登校
の生徒に対する指導の一般的目標のなかには，「自我の
発達を促すこと」や「生徒の自主性を養うこと」に並ん
で「登校の習慣形成を図ること」が記されており，学校
復帰することが前提となっていた。しかし不登校児童
生徒の状況の複雑化，多様化を受け，1992年には『学
校不適応対策調査研究協力者会議の報告書』（文部省，
1992b）のなかで，不登校支援について「自立」という
視点が取り入れられた。そして『今後の不登校への対応
の在り方について（報告）』（文部科学省，2003）で不登
校に対する基本的な考え方として「不登校の解決の目標
は，児童生徒が将来的に精神的にも経済的にも自立し，
豊かな人生を送れるよう，その社会的自立に向けて支援
することである。その意味においても，学校に登校する
という結果のみを最終目標にするのではなく，児童生徒
が自らの進路を主体的にとらえ，社会的に自立すること
を目指すことが必要である」とした。そして，学校の意
義として「社会への橋渡し」や「学習支援」について述
べている。

その後，文部科学省（2016）は『不登校児童生徒への
支援に関する最終報告～一人一人の多様な課題に対応し
た切れ目のない組織的な支援の推進～』の中で，「不登
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校の解決の目標」を「不登校児童支援生徒への支援の目
標」に変え，不登校そのものを解決するのではなく，不
登校による学業の遅れや進路選択上の不利益や社会的自
立へのリスクに対して「一人一人の課題や立場に寄り添
いつつ支援する」ことが重要だと述べた。そして，こう
した社会的自立を支援する場所として，学校だけでなく，
教育支援センターや不登校特例校，ICTを活用した学習
支援，フリースクール，夜間中学などの関係機関を活用
することにも言及している。そして文部科学省（2019）
による『不登校児童生徒への支援の在り方について（通
知）』のなかでは，2016年の最終報告に加え，学校教育
の意義として「社会的自立へ向けて進路の選択肢を広げ
る支援をすること」が明記された。このように，不登校
支援の目標は，学校復帰から社会的自立に移り，不登校
が進路選択のリスクとならないようにすることが重要と
なっていった。しかし，義務教育段階の学校が「社会に
おいて自立的に生きる基礎を養うとともに，国家・社会
の形成者として必要とされる基本的な資質を培う」とさ
れており，依然として学校が担う役割は大きい。

以上のように不登校の目標は，学校復帰から社会的自
立に変遷しつつも，自立的に生きる基礎を養う役割を学
校が担うとされている。そして，不登校の社会的自立と
いう目標達成には2019年の文部科学省の通知をふまえ
ると，不登校の進路の問題が密接に関連しているといえ
るだろう。

Ⅲ　不登校と進路

森田（2001）は，学校教育現場において，不登校支援
において進路の問題が見落とされがちだったことを指摘
している。東（2015）も「心の問題」と「進路の問題」
について両方の視点で考えることの必要性について述べ
ている。『不登校児童生徒への支援の在り方について（通
知）』（文部科学省，2019）では，不登校に積極的な意味
を持つことがあるとしたうえで，学業の遅れや進路選択
上の不利益について言及している。文部科学省 (2014）
が行った調査では，不登校卒業時の進路について，半数
以上の者が希望の進路に進めなかったと感じており，そ
のうち中学校時代に不登校であったことが影響している
と考えている者が76.5％と高い比率となった。また不登
校であった生徒の高校等進学率はそうでなかった者に比
べて低く，「非就業・非就学者」の比率は高い（文部科
学省，2014）。

つまり不登校からひきこもりに移行する可能性がある
といえる。厚生労働省は2010年に「ひきこもりの評価・
支援に関するガイドライン」（以下，「新ガイドライン」）

（厚生労働，2010）を発表し，「ひきこもり」の定義を「様々
な要因の結果として社会的参加（義務教育を含む就学，
非常勤職を含む就労，家庭外での交遊など）を回避し，
原則的には6ヵ月以上にわたって概ね家庭にとどまり続
けている状態（他者と交わらない形での外出をしていて
もよい）を指す現象概念である」としている。

内閣府（2020）が行ったひきこもりに陥った若者への
調査の中で，小中学校時代に不登校を経験したとする割
合は48.2％と高い水準となった。一方，ひきこもりになっ
たきっかけを調査した先行研究では，不登校をあげる者
は10～20％程度にとどまっている（東京都，2008；内閣府，
2010；内閣府，2018）。

つまり，不登校経験者は進学率が下がったり，ひきこ
もりに移行する確率が高くなったりするものの，ひきこ
もりの要因が不登校であることが多いとは言い難く，ひ
きこもりへの移行も含め不登校を経験した人たちの生活
や予後を十分に推測することはできない。そして不登校
経験のある子どもたちが，どのような進路を取るのか，
どのような社会適応をたどるのかといった調査報告は極
めて少なく，不登校経験者の予後の研究はあまり進んで
いない（松井・笠井，2012；松浦・岩坂，2012）。

村澤（2017）は，1990 年代に相談指導学級やフリー
スクールなどへ「出席」が認められるようになったり，
通信制や単位制，大検（高認）などの中学校卒業後の進
路の選択肢が多用化したりしたことについて，「不登校
の児童を登校をめぐる葛藤から解放させるものではあっ
たが，必ずしも出口を保証するものではなく，問題を覆
い隠したまま先延ばしするものになった側面もある」と
述べ，笠井（2017） は，通信制や単位制の高校に入学し
ても，「不登校だった時期とほとんど変わらない生活を
送り，他の人や社会と接する機会が少ないまま過ごして
いる者もいる」ことを指摘している。これらの研究は一
見，不登校を脱したように思われる児童生徒や，進路選
択によって不登校に至らなかった児童生徒も多数存在し
ている可能性を示唆している。

文部科学省（2014）の調査は，小中学校での不登校経
験者への調査のため，そこからだけでは，希望と違って
いた進路であった人たちがその後，どのようになったの
かはわからない。不登校支援の目標が社会的自立とする
ならば，不登校経験者が社会的自立を達成できたかどう
かの詳細な研究が必要である。

Ⅳ　社会的自立とは

文部科学省（2019）は不登校支援の目標として，社会
的自立を掲げ，不登校児童生徒支援の視点として「児童
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生徒が自らの進路を主体的に捉えて，社会的に自立する
ことを目指す必要がある」としている。つまり，先に述
べたように，進学や学校復帰したことで不登校支援が達
成されるわけではない。しかし東（2015）が指摘するよ
うに「不登校児童生徒の社会的自立とはどのような目標
なのかは，極めて広範囲の視点から語られることにより，
逆にその概念は曖昧になった」といえるだろう。進路を
主体的に捉え，社会的に自立するとはどういうことなの
だろうか。

吉川（2015）は様々な「主体性」の定義の共通点から，
主体性を「自分で考えて自分から行動すること」と定義
した。また石川（2010）は，青少年の「社会的自立」が
取り上げられるとき，必ずと言っていいほどキャリア教
育について同時にクローズアップされていることなどを
踏まえ，子ども期における「社会的自立」は学習指導要
領で重要視されていた「生きる力」と近似したものであ
ると提唱し，社会的自立を「“社会に生きる私”の存在
意義を見出し，そして社会に主体的に参画していくこと」
と結論づけた。文部科学省（2011）もキャリア教育にお
いても，自立を達成するために「自らの力で生き方を選
択していくことができるよう必要な能力や態度を身に付
けること」が必要だとしており，いずれも，主体的に社
会に関わっていくことの重要性が述べられている。そこ
で本論では，これらの考えをふまえて，不登校支援の目
標である社会的自立を「児童生徒が自らの進路を自由に
自分で考え，その進路に“社会に生きる私”の存在意義
を見出し，そして社会に参画していくこと」と定義する。

しかし，この社会的自立を達成するためには，児童生
徒個人のみを考えるわけにはいかない。文部科学省は
2008年の小・中学の学習指導要領の改訂において，「生
きる力」をはぐくむことを理念に加えた。そして，この
生きる力をはぐくむためには，学校だけでなく，家庭や
社会など地域全体で取り組むことが必要だとしている

（文部科学省，2008）。「生きる力」と社会的自立は密接
に関連していると考えられ，不登校経験者の社会的自立
も，環境からの支援があってこそ，成立するものと考え
られる。ここからは，不登校支援の社会的自立には環境
からどのような支援が必要であるかについて先行研究を
概観しながら検討していきたい。

近年，不登校は多様化している。不登校は研究によっ
ていくつか分類されているが，学校教育の現場では，「学
校生活に起因する型」「遊び・非行型」「無気力型」など
文部省（1982）によって分類された7つが使われること
が多い。それに加え，保坂（2000）が「脱落型不登校」
と名付け，酒井（2014）が「家庭の劣悪な社会経済的背
景を抱えて，怠学傾向や非行傾向の見られる不登校」と

定義づけたタイプや，香川（2012） が「方向喪失型の不
登校」と名付けた，生きていくための方向性を示す大人
がいなかったために「向かうべき方向がそもそも不在」
であるというタイプは，いずれも環境との関係の中で生
じている不登校である。

そして労働政策研究・研修機構（2020）は，母子世帯
と経済的困窮，さらには不登校の関連を指摘しており，
母子家庭世帯での不登校経験は，ふたり親世帯と比して 

男子中高生は1.5倍，女子中高生では3.5倍という高さで
あった。貧困が子育て世代にも広がった1990 年代以降，
不登校は家庭の経済問題に起因するタイプが増加してい
る（川端，2020）。また盛満（2011）は，生活保護世帯
出身生徒について学校生活の中で特徴的に表れる課題の
1つに「就職を強く意識するあまり，将来の夢を自由に
描くことができていない様子」をあげ，彼らの半数が脱
落型不登校を経験しているという。文部省（1982）の7

分類から，新たに「脱落型不登校」や「方向喪失型の不
登校」が加えられている現状を考量に入れると，家庭や
社会との繋がりが希薄な不登校生徒は，とりわけ近年に
目立ってきていると考えられる。そして貧困状態は，自
ら進路を自由に考えにくくし，不登校経験者の社会的自
立に大きな影響を与えているといえるだろう。家庭の経
済状況が不登校経験者の社会的自立の妨げとなる。文部
科学省（2016）が不登校支援として提示している教育支
援センターや不登校特例校，ICTを活用した学習支援，
フリースクール，夜間中学などの関係機関のうち，不登
校特例校やフリースクールは家庭の経済状況によっては
選択することができない。また教育支援センターなどの
無料で活用できる公的機関は，義務教育の間の教育保障
には有効であるが，中学卒業後の進路選択には十分に寄
与しておらず，「社会的自立へ向けて進路の選択肢を広
げる支援（文部科学省，2019）」として不十分といわざ
るを得ない。そして進路選択の不自由さが不登校経験へ
とつながり，不登校経験が進路選択のリスクとなる悪循
環が生じる。一方，林（2012）が行った経済的に不利な
状況におかれている家庭の子どもの進路選択に関する調
査では，家庭生活の不安定さが学業成績を低下させ，そ
れによって学校での劣等感が増し，家庭で必要不可欠な
役割を果たそうとした結果，最も不利な役回りでリスク
の高い進路選択をしたという。このことから家庭の経済
状況が不登校や進路選択に影響は及ぼすものの，それら
が直結するともいいがたい。家庭の経済状況による進路
選択の不自由さの解消を社会に求めつつも，児童生徒に
対し学校という社会での役割や自己効力感を高める支援
が，自由に進路を考える上で必要であると考える。

そして森田（2003）は，中学3年生の時に不登校であっ
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た生徒に対し，卒業してから5年後に調査を実施し，「人
とのつながりや職場や学校という場へといったんつなが
りをもてば，その人は，その後の生活でも社会との接点
を保ち，社会的な場での自分なりの位置を持ち続けてい
く方向へと向かう“正の連鎖”の確立が極めて大きいこ
と」を発見した。森田のデータを活用した川上（2019）
の研究においても，中学校段階における不登校経験者は

「親」や「友人」との関係性やかけられる言葉によって，
進路選択が「ネガティブ」にも「ポジティブ」にもなり
得ることが示唆された。こうしたことから，不登校経験
者が家庭や地域など社会とつながっていくことで社会的
自立が達成されていくことがわかる。

さらに，稲垣ら（2020）は，思春期外来に通院してい
る不登校患者の経過について，通院期間が長かったり，
別室・保健室登校などの支援を受けたりした生徒の経過
が良好であったとし，学校に「『楽な気持ち』で登校で
きることが大切」だと結論付けている。木村ら（2011）
は不登校の中学生らへの宿泊型学習を行い，全員が脱落
することなくプログラムに参加できたことについて，プ
ログラム等を構造化したことによって，無理なく楽しむ
ことができたことが要因であるとしている。さらに今泉

（1998）は，子どもたちが自発的に学習に向かうためには，
「らくに楽しく勉強できそう」だと思えるようにするこ
とが重要だと述べている。

そして伊藤（2009）は不登校経験者を積極的に受け入
れている学校に通える理由として，同じ「痛み」を共有
する生徒集団が重要な役割を果たすと同時に，教師の直
接的・間接的なサポートの重要性について述べている。
このように，児童生徒らが自ら行動できるようになる背
景には，無理なく楽しめると感じることと，そう思える
ように周囲が課題の設定や支援を行う必要がある。周囲
の支援によって，行動のきっかけを与えられることが不
登校経験者が社会的自立を達成していくうえでは重要で
ある。

社会的自立を達成するためには，児童生徒が自由に進
路を考えられる環境が保障されており，自分で考えたり
自分で行動したりしていく力を育てられる支援を受け，
自分の存在意義を感じられる人とつながっていける環境
や力が必要であるといえる。

Ⅴ．�不登校経験者が辿る回復過程と社会的自
立の関連

これまで，不登校経験者の社会的自立に，環境がどの
ように寄与しているかを論じてきた。しかし，不登校の
児童生徒は，学校に行かなくなる兆候が表れる時期から，
学校に行かなくなり，閉じこもりの時期を経て，再登校

するようになるという経過を辿ることが多いとされ（鈴
木，2002；山本，2008），不登校経験者の社会的自立に
ついて詳しく検討するためには，このような不登校経験
者が辿る回復過程のそれぞれの段階と社会的自立がどの
ように結びついているかを明らかにすることが必要であ
ると考えられる。そこで，臨床心理学での先行研究をも
とに不登校経験者による回復過程を示し，各段階と社会
的自立の関連について論じていきたい。

山本（2008）は，不登校児童生徒が，その状態を深刻
化させる経過および回復に至る過程における一定のパ
ターンについて先行研究をまとめ，「①登校できないこ
とが頻回になり，周囲は原因を探し，解決を試みるが再
登校は容易でなく，混乱や身体症状等がみられる不安定
な段階。②本人および周囲が再登校の試みを中断するこ
とで家庭内や自室では落ち着きを取り戻し，あるいは意
欲を失ったように動きが見られなくなる段階。③勉強や
学校に興味を示し外出の機会が多くなり，登校を試みこ
れを重ねて安定して登校できるようになる段階である」
の3つの共通段階を提示した。鈴木（2002）が分類した
7つの段階では，不登校になる前段階として「不登校前
駆症状期」を設けている。この時期には，登校前の支度
に時間がかかったり，遅刻が多くなったり，身体の不調
を訴え，保健室を訪ねるようになる。そこで，本論では，
便宜上，山本の3つの段階にそれぞれ「不登校初期」「閉
じこもり期」「再登校期」と名付け，不登校前駆症状期
を加えた4つの時期と社会的自立との関連について検討
する。

不登校前駆症状期について，笠井（2021）は「学校に
行くことを回避しているのではなく，“教室”や“集団
での活動”に抵抗を示している」とし，教室に入れなく
ても，学校に来て学習したり，教員や友達との関わりを
緩やかに維持できる環境を整えたりすることが望まし
く，「“日常に近い状態”で安心して過ごせる場」である

「ベースキャンプ」の設定が大切だと述べている。そし
て柴・宮良（2017）は，この不登校前駆症状期の開始は
当事者が受けた深い傷つきが契機となっていることを明
らかにした。ベースキャンプは，なんらかの理由によっ
て傷ついた子どもが，不快な場面（教室や集団）を離れ，
安心した場所で学習したり，先生や友達と関わったりす
ることで傷を癒し，教室に戻りたいと思った時にはすぐ
に戻ることができ，傷が十分に癒えていなかったと感じ
たときにはまたそこに戻ることもできる。児童生徒が抵
抗を示すこと避け，自ら行ける場所を作り，安心して過
ごせるようにする。こうした環境を整えることで，児童
生徒らは自らが選択している感覚や社会に受け入れられ
ている感覚，自分で行動しているという感覚を失わずに
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いられる。しかし，反対にストレッサー（友人・教師関
係の悪化・学業不振など）に対して，自分で対処するこ
とができず，かつ誰にも支えられていないと感じている
状態の時に，ストレス反応として不快な場面を避けるた
めに登校回避行動をとるようになり不登校形成につなが
る（渡辺，小石，2000）。

そして徐々に登校ができなくなり，家にいる時間が増
える不登校初期になると，「学校へ行かないことに対す
る自己否定的な認知の悪化や葛藤（新川ら，2020，p5）」
が生じ始める。不登校初期に学校に行かなくてはならな
いと焦っている子どもたちにとって，家は居てはいけな
いところとなる （辻本，2018）。そうすると，児童生徒
は自分で学校という社会に参画していくこともできず，
家という社会において自らの存在意義を失ってしまう。
柴・宮良（2017）によると，不登校初期から閉じこもり
期には，「学校に行かなくても守られている感覚と，社
会に認められたい感覚のなかで揺らぐという経験」をし
ており，「学校にもう混じれないという思い」によって
不登校が継続するという。この時期には，学校にも家庭
にも居場所を見つけられず“社会に生きる私”の存在価
値が失われ，自分で進路や行動を決定できないという思
いが強く生じているのではないだろうか。それは社会的
自立とは逆の方向に向かうことになり，何もする気が起
きずに自宅に閉じこもることとなる。

閉じこもり期には「不登校であることに，きちんと苦
しみ，自分と向き合い，現状と向き合い，自分でできる
ことを考え，決断し，行動に移すというプロセスをつく
る手助けをしていくという視点が重要 （東，2015，p.29）」
となる。行動に移すプロセスの手助けとして，閉じこも
り期から再登校期への移行に関して，斎藤ら（2018）の
ひきこもり状態の人が支援機関に踏み出していくプロセ
スを参考にすると，「親からの批難の鎮静化による追い
詰められ感の軽減」，「安全基地の獲得」，「家族から背中
を押される」ことが重要であり，どの段階でも「あたた
かい家族間の会話による交流」が「社会にでる力を醸造
する」。つまり，あたたかい家族間の会話によって，児
童生徒は家庭という小さな社会の中で「そこにいてもい
い」という存在意義を見つける小さな萌芽になる。存在
意義を見つけ始めることよって，社会に参画していこう
とする行動にも変化が生じるのである。

東（2015）は，中学3年生不登校生徒の進路に関する
心情変化に合わせた保護者による対応・支援の方法とし
て，保護者が登校への焦りを克服し，夏休みが明けるま
で一切学校や進路や進路の話をしないことを勧めてい
る。夏休み中に家族旅行などを行うことで，親子が「率
直に話ができる関係」に「組み替え」が起こり，結果と

して進路について話し合えるようになる（東，2015）。
これらの組み替えも，児童生徒が家族の中で安心して過
ごすことができ，存在意義を見出すことができるように
なることで起こると推察する。さらに東（2015）は，保
護者が進学先の情報収集などを行い，学校説明会などへ
の参加を促すが，進路を決定する段階で本人が自分の判
断で決める事柄を残しておくことや，受験申込書類を自
分で提出させるなど，「自分で決めた」と思えるように
することが重要であると述べている。これは，自分で自
分の進路を考えるということへのアプローチと同時に，

「これならできる」と自ら社会と繋がっていく行動を起
こすきっかけにもなる。

不登校前駆症状期には学校の中にベースキャンプを作
ることが必要だが，不登校初期から閉じこもり期にかけ
ては家の中にベースキャンプを作ることが必要となる。
こうしたベースキャンプは，安心感を与え社会的自立を
促進する。そして，再登校期では「ソーシャルサポート
の知覚や認知の変化，ストレスコーピングスキルの獲得
が見られ，不登校の回復を自覚し長期的な社会と関わり
のある生活を送りだす（新川ら，2020，p.8）」ことがで
きるようになる。

学校復帰が支援目標になることに対して，松井ら
（2013）は「学校へ行ければ問題は解消と考えられがち
である」ことを指摘し，不登校の問題の本質への気づき
や対策がとられないと，その後の生活で別のかたちで問
題が現れるということを繰り返してしまうことを懸念し
ている。学校復帰を目標とせず，社会的自立の達成を目
標とし，社会的自立を達成するために不登校の各段階に
おいて，児童生徒が小さな社会における存在意義を見出
し，自らの進路を自由に考え，自分で行動して社会に参
画していくためのサポートが必要であると結論付ける。

Ⅵ　おわりに

本稿では，不登校児童生徒の社会的自立を臨床心理学
の観点から捉え直すことを目的とし，本論文において定
義された不登校経験者の社会的自立に，周囲の支援がど
のように寄与する可能性があるかについても考察し，社
会的自立を達成するために，それぞれの力を育むための
環境や支援が必要であることについて明らかにした。す
なわち，児童生徒の内的変化を高めるために，ベースキャ
ンプを時期に合わせて学内や家庭に求めること，家族間
のあたたかい会話，タイミングに合わせて社会と繋がる
ためのきっかけをつくることが重要であった。そして社
会と繋がる際には，周囲がサポートをしながらも，最終
的には児童生徒が「自分で決めた」と思える関わりが必
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要であった。
このように不登校児童生徒の環境や支援と個人の内的

側面との相互作用が生じることで，社会的自立は促進さ
れる。不登校経験者の社会的自立に関する研究の今後の
課題として，不登校支援における社会的資源の活用実態
と，それに伴う児童生徒の内的変化を明らかにしていく
ことを指摘して本論の終わりとしたい。
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不登校経験者の社会的自立に関する一考察

ABSTRACT

A study on the social independence of those who experienced non-attendance

Ayano HAMAUCHI

This paper aimed to consider social independence as the goal of non-attendance support through 

the review on non-attendance researches and on the change of the goal of non-attendance support. 

This paper indicated: In order to achieve social independence, it is important for students of non-atten-

dance at school to seek a safe base camp at school and at home, to have warm conversations among 

their family, and to have opportunities to connect with society. Additionally, it could be significant for 

students of non-attendance at school to feel deciding their choice by themselves when they connect 

with society. 

Key words: 	�non-attendance support, social independence, goals of non-attendance support, course, 

non-attendance  experience


